
取組の柱≪２≫

とくしまの学校における働き方改革プラン（第3期） 案
計画期間 令和６年度から令和８年度までの３年間

教員の時間外在校等時間は、小中学校で目標の「令和2年度比・２５％以上削減」達成
※小 33時間、中 47時間、県立学校 26時間（令和4年度）

・県下統一の「学校業務支援システム」導入による校務の効率化・省力化
・外部人材(教員業務支援員、ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ、部活動指導員等)の活用による負担軽減

第2期･プランの成果
時間外勤務の状況は改善傾向にあるものの、依然として長時間勤務の教員が多い状況
・学校・教員が担うべき業務の精査 ・ＩＣＴの活用による更なる業務改善の推進
・支援スタッフによる業務支援の更なる拡充 ・中学校の休日部活動の地域移行 など

今後の課題

教員の「働きやすさ」と「働きがい」を実感できる環境づくり
プランの体系

タイムマネジメントの徹底 業務改善の更なる推進 外部人材の積極的活用 部活動の適正化
取組の柱≪１≫ 取組の柱≪３≫ 取組の柱≪４≫

「未来に引き継げる徳島」に向けた教育環境をつくり、将来を担う子供たちにより良い教育を！

働き方改革の先には

１か月当たりの時間外在校等時間（平均）を「令和８年度までに、令和５年度比『25％削減』」

①上限指針(注1)の遵守
・ ｢意識｣自身のタイムマネジメント
・ ｢見える化｣出退勤ｼｽﾃﾑへの正確な入力
・ ｢振り返り｣行動の変容
(注1)月45時間以内、年間360時間以内

②服務監督権者・校長等による勤務管理
・教員の勤務状況の把握
・長時間勤務教員への支援・指導
・県･市町村教委や校長会等との連携

上限指針の遵守と
長時間勤務の是正

③年次有給休暇等の取得促進
・出産、育児や子の看護に係る休暇
・介護に係る休暇 など

④柔軟な勤務制度の在り方の研究
・時差出勤、ﾃﾚﾜｰｸや勤務間ｲﾝﾀｰﾊﾞﾙなど

⑤休暇を取り(帰り)やすい環境づくり
・学校閉庁日の拡充
・定時退勤の徹底 など

⑥休憩時間の確保と校時表の見直し

⑦時間外の留守番電話機能の設定

働きやすさの追求

⑧「学校・教師が担う業務に係る３分類」
に基づく､業務の削減､役割分担や適正化

⑨校務効率化･省力化の推進
・校務分掌の見直し･平準化
・会議の精選、運営の効率化
・効果的な研修形態への変更･見直し

⑩授業時数や学校行事の在り方の見直し

⑪クラウドツールの活用促進
・ペーパーレス化の推進
・連絡手段のデジタル化
・グループウェア等の活用

⑫学校における事務負担の軽減

⑬カリキュラム･マネジメントの一層の推進

業務の適正化

⑭徳島型メンター制度の活用

⑮教員間のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝと信頼関係構築による
ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｹｱの充実と心理的安全性の確保

⑯教員の｢とくしま教員育成指標｣に基づく
ｽｷﾙｱｯﾌﾟと管理職による適切なﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

風通しの良い職場環境づくり

⑰教員が本来業務に専念するための
支援スタッフの更なる充実
・教員業務支援員
・学習指導員
・情報通信技術支援員(ICT支援員)
・副校長・教頭ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援員
・部活動指導員、外部指導者 など

支援スタッフの配置拡充

⑲学校運営協議会や地域人材等との連携
（ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙや地域学校協働活動等を
通じた学校教育の質の向上）

⑳医師･公認心理師等によるｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞの
強化及び衛生委員会等による助言

「チーム学校」の実現

⑱不登校や特別な支援を必要とする児童
生徒に対応する指導体制の強化・充実
・スクールカウンセラー
・スクールソーシャルワーカー
・スクールロイヤー など

多様化･複雑化する課題に対応
する教育相談体制の強化

㉑学校の設置者による｢設置する学校に係る
部活動の方針｣の策定、及び校長による
｢学校の部活動に係る活動方針｣の策定

「部活動方針」の策定・遵守

休日部活動の地域移行

校務デジタル化等の学校DXの推進、教員・保護者・地域への働き方改革の理解促進、国、県･市町村と学校との一体的な推進と好事例の横展開

働き方改革の普遍的取組

㉒国のガイドラインや｢徳島県における
中学校の部活動の地域移行に向けての
手引き｣に基づく、着実な地域移行

子供たちと向き合う時間や学ぶ時間の確保、教員のウェルビーイングの向上

本プランは、県教育委員会の実施計画であるとともに、各市町村教育委員会や各学校、
それぞれが自分事として、その権限と責任に基づき、主体的な取組を促進するものである

※｢部活動の在り方に関する方針｣
・活動方針、活動計画及び実績の公表
・学校全体としての適切な指導、運営及び
管理体制の構築

・部活動指導員や外部指導者の積極的配置
・合理的、効率的・効果的な活動の推進
・適切な休養日(注2)等の設定
(注2)平日2時間程度、休日3時間程度の活動

少なくとも週2日以上の休養日の設定
・生徒や教員数、指導内容の充実、安全の確保、
教員の長時間勤務の解消等の観点を踏まえた
適正な数の学校部活動の設置、見直し

・｢部活動適正化委員会｣における運営方法の
検討・点検・協議

・大会等への引率や運営に係る体制整備 など

プランの位置付け

令和６年２月定例会(付託)
文教厚生委員会資料

教育委員会

資料２－２
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